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工 事 種 類 別 完 成 工 事 高 

工事種類別元請完成工事高 
 
 
 
 
 
 
 
 

［注意事項］ 

 

申請書（帳票）に記載する方法の解説は〈工事種類別完成工事高・工事種類別元請完成工事高の書き方〉を

参照してください。 

申請書（帳票）の○数字は、〈工事種類別完成工事高の書き方）の○数字に対応しています。 
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〈〈完完成成工工事事高高（（帳帳票票））のの書書きき方方〉〉

① 「計算基準の区分」は、申請者が選択してください。 

「「２２年年平平均均」」はは「「１１」」、、「「３３年年平平均均」」はは「「２２」」をを記記入入ししててくくだだささいい。。記記入入例例はは、、３３年年平平均均をを選選択択ししたた場場合合でですす。。  

② 「２年平均」を選択したときは、前審査対象事業年度の期首の年月を記入してください。 

「３年平均」を選択したときは、前々審査対象事業年度の期首の年月を記入してください。 

③ 前審査対象事業年度の終了の年月を記入してください。 

②及び③は、年月を二桁ずつ続けて記入してください。 

④ 前審査対象事業年度の期間を記入してください。 

⑤ 前々審査対象事業年度の期間を記入してください。 

⑥ 審査対象事業年度の期首の年月を記入してください。年月を２桁ずつ続けて記入してください。 

⑦ 審査対象事業年度の終了の年月を記入してください。年月を２桁ずつ続けて記入してください。 

用紙が２枚以上になるときは、２枚目以降は①から⑦までの記入は不要です。 

⑧ 「２０００１」帳票の「経営規模等評価等対象建設業（項番１６）」で「９」を記入した業種と同じ業種

名を記入してください。 

建建設設業業許許可可２２９９業業種種ののううちち土土木木一一式式工工事事、、ととびび・・土土工工・・ココンンククリリーートト工工事事、、鋼鋼構構造造物物工工事事のの３３業業種種はは、、

内内訳訳業業種種もも記記入入ししててくくだだささいい（（ＰＰ．．２２７７のの〈〈内内訳訳ののああるる業業種種ににつついいてて〉〉をを参参照照））。。  

内内訳訳業業種種のの完完成成工工事事高高ががなないい場場合合ででああっっててもも必必ずず記記入入ししててくくだだささいい。。  

ななおお、、⑯⑯のの合合計計ににはは内内訳訳業業種種はは含含みみまませせんん。。  

⑨ Ｐ．２７の業種コード一覧表から記入してください。 

⑩ 「２年平均」を選択した場合、前審査対象事業年度の完成工事高を記入してください（完成工事高計算

表への記入は不要です）。 

「３年平均」を選択した場合、「完成工事高計算表」の前審査対象事業年度の完成工事高と前々審査対

象事業年度の完成工事高の平均金額（消費税抜きの金額を千円未満切捨て） 

裏付資料：「「前前審審査査基基準準日日のの経経営営事事項項審審査査申申請請書書副副本本」」  

⑪ 完成工事高のうち、元請完成工事高を記入してください（元請完成工事高がない場合は、「０」を記入

してください。）。 

＊元請工事とは、発発注注者者かからら直直接接請請けけ負負っったた建建設設工工事事ををいいいいまますす。。以下同様です。 

記入方法は、⑩と同様です。 

裏付資料：「「直直前前３３年年のの各各事事業業年年度度ににおおけけるる工工事事施施工工金金額額」」がが添添付付さされれてていいるる変変更更届届出出書書（（決決算算））  

事業年度ごと（２年平均は２期分、３年平均は３期分）に必要です。また、前事業年度に基づく経営事

項審査を受けている場合は、前回の経営事項審査申請書を併せて提示してください。 

⑫ 審査基準日で決算した完成工事高を記入してください（（消消費費税税抜抜ききでで千千円円未未満満をを切切捨捨てて））。。  

  ＊＊⑪⑪及及びび⑫⑫をを記記入入すするるににああたたりり、、免免税税業業者者等等、、税税込込みみでで変変更更届届出出書書（（決決算算））をを提提出出ししてていいるる場場合合はは、、税税抜抜

ききのの「「工工事事経経歴歴書書」」、、「「直直前前３３年年のの各各事事業業年年度度ににおおけけるる工工事事施施工工金金額額」」をを作作成成しし、、経経営営事事項項審審査査申申請請時時にに

別別途途提提出出ししててくくだだささいい。。  

＊完成工事高は一部専門工事から一式工事へ、一部専門工事間で振り替えることができます 

（Ｐ．２８の〈完成工事高の業種間の振替〉を参照）。 

一一請請負負契契約約のの建建設設工工事事のの完完成成工工事事高高をを分分割割計計上上、、二二重重計計上上ははででききまませせんん。。  

裏付資料：工工事事経経歴歴書書がが経経営営事事項項審審査査受受審審用用のの記記載載要要領領をを満満たたししたたももののをを添添付付ししたた変変更更届届出出書書（（決決算算））のの

副副本本とと、、契契約約書書類類 
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＊契約書について：アからエまでの契約書類等（写しで結構です）は、工事経歴書に記載された工事のう

ち、審査対象業種ごとに記入順で上段から３件とします。 

たただだしし、、疑疑義義がが生生じじたた場場合合等等はは、、ここれれ以以上上のの契契約約書書類類等等をを求求めめるる場場合合ががあありりまますす。。  

ア 契約書（ＪＶ工事の場合は、出資比率が分かる協定書も必要です。） 

イ 契約書がない場合は、「注文書と請書」（工事件名、工事内容、請負金額、工期、契約者名が記載され

ていることが必要です） 

ウ 注文書、請書がない場合は、請求書と入金額等が確認できる預金通帳等 

エ 単価契約の裏付資料：契契約約書書＋＋請請求求書書等等（（＋＋一一覧覧表表））＋＋入入金金資資料料等等（Ｐ．２９の〈単価契約の資料に

ついて〉を参照） 

オ 請書しかない場合や契約書類に注文者の押印が無い場合は、入金確認資料も必要です。また、経営事

項審査で、請書・請求書を確認資料とする予定の方は、コピーを取り、保管しておいてください。 

カ 新規許可、許可業種の追加をし、審審査査対対象象事事業業年年度度及及びび前前（（前前々々））審審査査対対象象事事業業年年度度にに建建設設業業許許可可がが

なないい期期間間ががああるる場場合合でで完完成成工工事事高高をを記記入入すするるととききはは、、各各年年度度及及びび各各業業種種ごごととにに全全件件のの工工事事がが記記載載さされれ

たた工工事事経経歴歴書書をを作作成成のの上上、、２２部部（（正正本本、、副副本本））提提出出ししててくくだだささいい（（完完成成工工事事高高がが「「００」」のの場場合合はは不不要要でで

すす））。。 

＊ 建設業法第１９条の規定により、請負契約の当事者は、法で定められた事項が記載及び記名押印され

た書面を相互に交付しなければならず、また、建設業法第４０条の３及び建設業法施行規則第２６条で、

建設業者は法令で定められた事項が記載された帳簿を備え付け、帳簿に前記の書面などを添付し、建設

業法施行規則第２８条に定められた期間（５年間。新築住宅に係る場合は１０年間）保存しなければ

なりません。また、契約金額などを変更する場合は、事前に契約変更をしなければなりません。 

⑬ 完成工事高のうち、元請完成工事高を記入してください（元請完成工事高がない場合は「０」を記入し

てください）。 

裏付資料：審審査査対対象象事事業業年年度度のの変変更更届届出出書書（（決決算算））（金額は「直前３年の各事業年度における工事施

工金額」と一致します）、契契約約書書類類  

＊ 業種ごとの完成工事高（元請完成工事高）は、事業年度ごとの「直前３年の各事業年度における工事

施工金額」及び工事経歴書の合計に一致します（一式工事に振り替えた場合は、振替元の総合計額に一

致します）ので、必ず事前にご確認ください。 

⑭ 経営規模等評価対象建設業種以外で建設業許可を受けた建設工事の完成工事高と、許可を受けないで

営む建設業に関わる建設工事の完成工事高の合計額 

⑮ 該当箇所に○を付けてください。「有」は、減額変更前の契約額で評価します。 

ページが２枚以上になる場合は、各ページに記入してください。 

裏付資料：契契約約後後ＶＶＥＥにによよりり契契約約額額がが減減額額ととななっったた証証明明 

＊ 契約後ＶＥとは、契約締結後、受注者が自主的に工事内容を見直し、工事目的物の機能・性能等を低

下させることなく、契約金額の低減を可能とする施工方法等の代替案を提案する制度です。 

⑯ 項番３２及び３３に記入した工事高の合計額を記入してください（ＰＣなどの内訳業種は含みません。）。 

用紙が２枚以上になる場合「その他」、「合計」は最終ページに記入してください。 

裏付資料：消消費費税税確確定定申申告告書書控控ええ及び消消費費税税納納税税証証明明書書そそのの１１ 

※免税の場合は、免税であることが分かる書類（納付額「無」の消費税納税証明書等）を提示してく

ださい 
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＊＊  消消費費税税確確定定申申告告書書控控ええ及及びび消消費費税税納納税税証証明明書書そそのの１１ととのの確確認認ににつついいてて  

ア 完完成成工工事事高高がが、、消消費費税税確確定定申申告告書書のの課課税税標標準準額額をを上上回回るる場場合合はは、、完完成成工工事事高高がが正正ししくくなないい場場合合がが

あありり、、そそのの説説明明をを求求めめまますすののでで、、答答ええらられれるるよよううににししてておおいいててくくだだささいい（（ななるるべべくく、、そそのの理理由由をを記記載載

ししたたメメモモ等等のの資資料料をを提提示示ししててくくだだささいい））。。ままたた、、売売上上高高がが課課税税標標準準額額をを上上回回るる場場合合ににおおいいててもも、、説説明明

をを求求めめまますすののでで、、答答ええらられれるるよよううににししてておおいいててくくだだささいい。。 

完成工事高が誤っていた場合等の例： 

ａ完成工事高を税込みで処理していた 

ｂ不動産売買等の収入を完成工事高に含んでいた 

ｃ修正後の申告書を提示していなかった 

なお、ａ・ｂの場合等は、経営状況分析を再度申請する必要があります。 

イ 消費税確定申告書（控）における差引き税額（⑨欄）と地方消費税の納税額（⑳欄）の合計が、当

該証明書に記載された当該営業年度の納付すべき税額と一致していない場合は、その理由を求めま

すので、回答できるようにしておいてください。 

 

〈〈業業種種ココーードド一一覧覧表表〉〉

コード 工事の種類 コード 工事の種類 コード 工事の種類 

０１０ 土木一式工事 １００ タイル・れんが・ブロック工事 ２００ 機械器具設置工事 

０１１ プレストレストコンクリート構造物工事 １１０ 鋼構造物工事 ２１０ 熱絶縁工事 

０２０ 建築一式工事 １１１ 鋼橋上部工事 ２２０ 電気通信工事 

０３０ 大工工事 １２０ 鉄筋工事 ２３０ 造園工事 

０４０ 左官工事 １３０ 舗装工事 ２４０ さく井工事 

０５０ とび・土工・コンクリート工事 １４０ しゅんせつ工事 ２５０ 建具工事 

０５１ 法面処理工事 １５０ 板金工事 ２６０ 水道施設工事 

０６０ 石工事 １６０ ガラス工事 ２７０ 消防施設工事 

０７０ 屋根工事 １７０ 塗装工事 ２８０ 清掃施設工事 

０８０ 電気工事 １８０ 防水工事 ２９０ 解体工事 

０９０ 管工事 １９０ 内装仕上工事   

 

〈〈内内訳訳ののああるる業業種種ににつついいてて〉〉

下の表の左側業種については、右側業種が内訳です。工事実績がなくても必ず記入してください。 

内訳のある業種の一覧 

業種名 （業種コード） 内訳業種名 （業種コード） 

    
土木一式工事 （０１０） ＰＣ工事 （０１１） 

とび・土工・コンクリート工事 （０５０） 法面処理工事 （０５１） 

鋼構造物工事 （１１０） 鋼橋上部工事 （１１１） 
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〈〈完完成成工工事事高高のの業業種種間間のの振振替替〉〉

土木工事、建築工事として発注されている工事の中には、工事の内容が建設業法の工事種別では専門工事

として分類されるものがあります。このような場合は、決算報告（変更届出書）の工事経歴書上は専門工事

に計上し、経営事項審査での工事種類別完成工事高上は、一式工事として計上することができます。これを、

一部専門工事から一式工事への完成工事高の振替といいます。 

振替ができる専門業種は、下の表のとおりです（振り替えた場合は、余白に専門工事の内訳を記載してく

ださい。）。 

ななおお、、振振替替元元、、振振替替先先のの業業種種ににはは、、申申請請時時にに建建設設業業のの許許可可がが必必要要でですす。。  

振替先の一式工事 ← 振替元の専門工事 

   

土木一式工事 ← 
とび、石、タイル、鋼構造物、鉄筋、舗装、しゅんせつ、水道施設 

 （以上の専門工事は、専門工事相互の振替はできません。） 

建築一式工事 ← 

大工、左官、とび、屋根、タイル、鋼構造物、鉄筋、板金、 

ガラス、塗装、防水、内装、建具、解体 

 （以上の専門工事は、専門工事相互の振替はできません。） 

下の表の専門工事の完成工事高は、相互に関連があるため専門工事相互間の完成工事高の振替ができま

す。このような場合は、決算報告（変更届書）の工事経歴書上は振替元専門工事に計上し、経営事項審査の

工事種類別完成工事高上は振替先専門工事として計上します。これを専門工事間の完成工事高の振替とい

います。振替ができる専門業種は下の表のとおりです。 

ななおお、、振振替替元元、、振振替替先先のの業業種種ににはは、、申申請請時時にに建建設設業業のの許許可可がが必必要要でですす。。  

専門工事（振替先（振替元）） ⇔ 専門工事（振替元（振替先）） 

   電気 ⇔ 電気通信 

管 ⇔ 熱絶縁 

管 ⇔

（→

） 

水道施設 

とび ⇔

（→

） 

石 

とび ⇔

（→

） 

造園 

 
〈〈「「完完成成工工事事高高のの振振替替」」注注意意事事項項〉〉

ア 完成工事高の振替は申請者が選べます。 

イ 振替元の業種の組合せは申請者が選べます。 

ウ  振振替替元元のの業業種種はは、、審審査査対対象象業業種種ととししてて申申請請すするるここととははででききまませせんん。。  

エ 発注者によっては、振替先の業種で経営事項審査を受けたとみなさないところがあり、公共工事の入

札に参加できないことがあります。 

オ 経営事項審査の完成工事高の振替を認めているか発注者に確認してください。 

カ 振り替える場合は、振替元の業種の全ての完成工事高となります（一部振替はできません。）。 

キ 前年度、前々年度の完工高も、今回申請する基準日の完工高の振替に合わせて振り替えてください。 

ク 裏付資料：振振替替元元のの専専門門工工事事のの契契約約書書、、注注文文書書とと請請書書等等  

 

〈〈初初めめてて経経営営事事項項審審査査をを受受けけるるととききのの前前審審査査対対象象事事業業年年度度、、前前々々審審査査対対象象事事業業年年度度のの完完成成工工事事高高〉〉

⑩ 新規申請で前審査対象事業年度、前々審査対象事業年度の完成工事高 
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裏付資料：前前審審査査対対象象事事業業年年度度、、前前々々審審査査対対象象事事業業年年度度のの決決算算報報告告（（変変更更届届出出書書）） 

⑪ Ｐ．２５〈完成工事高（帳票）の書き方〉を参照 

 

〈〈建建設設業業法法でで定定義義ししてていいるる「「建建設設工工事事とと建建設設業業のの種種類類」」がが契契約約書書等等のの工工事事件件名名でではは分分かかららなないい場場合合〉〉

「「○○○○改改修修工工事事」」ななどどのの工工事事件件名名でで発発注注さされれるる工工事事はは、、外外壁壁修修繕繕工工事事、、外外壁壁塗塗装装工工事事、、内内装装工工事事ななどど多多

岐岐ににわわたたっってていいまますす。。ここののよよううなな場場合合はは、、工工事事内内訳訳書書、、見見積積書書ななどど工工事事のの具具体体的的なな内内容容がが確確認認ででききるる資資料料もも

提提示示ししててくくだだささいい。。  

 

〈〈一一つつのの工工事事発発注注でで工工事事をを完完成成すするるたためめにに２２業業種種以以上上のの工工事事をを行行うう場場合合ににつついいてて〉〉

「外壁塗装工事」などは、外壁の塗装工事を完成するために、塗装工事と防水工事などの複数の業種の

工事を行うことがあります。ここののよよううなな場場合合はは、、原原則則的的にに発発注注者者ががどどのの業業種種のの完完成成をを目目的的ととししてて工工事事をを発発

注注ししたたかかをを考考ええてて、、工工事事種種類類をを１１業業種種にに一一括括ししたた金金額額でで工工事事経経歴歴書書にに計計上上ししててくくだだささいい。。提示書類には工

事内訳書、見積書など、工事の具体的な内容が確認できる資料も必要になります。 

工事種別の分類が不明の場合は、経営事項審査前に建設業課審査担当へ相談してください。 

事前相談の資料：契契約約書書、、発発注注書書＋＋工工事事内内訳訳書書又又はは見見積積書書（工事内容が確認できる資料） 

 

〈〈単単価価契契約約のの資資料料ににつついいてて〉〉※元請の公共工事。単単価価契契約約とと同同様様のの発発注注指指示示・・支支払払方方法法のの契契約約をを含含むむ。。

単価契約書には、発注限度額しか記載がありません。工事経歴書１件に記入する請負金額は、その契約に

おいて、受注者の決算期内に売上として計上した請求額の累計金額です。請請求求書書等等のの枚枚数数がが４４件件以以上上ににななるる

場場合合はは、、一一覧覧表表をを作作成成ししてて、、累累計計金金額額（（工工事事経経歴歴書書１１件件にに記記入入ししたた請請負負金金額額））がが分分かかるるよよううににししててくくだだささ

いい。。 

裏付資料：契契約約書書＋＋一一覧覧表表＋＋【一一覧覧表表上上金金額額がが高高いい順順でで３３件件分分（３件未満の場合は全て）のの請請求求書書等等ととそそ

のの入入金金資資料料（指示書等に発注元部署の公印が押印されている場合の入金資料は不要です。）】 

 

〈〈複複数数のの裏裏付付資資料料ににつついいてて〉〉

契約書、注文書と請書いずれかの資料を組み合わせることができます。 

契約書、注文書と請書がない場合は、経営事項審査の審査前に相談コーナーへ相談してください。 

 

〈〈追追加加（（変変更更））工工事事のの取取扱扱いいににつついいてて〉〉

追加（変更）工事がある場合は、追加（変更）工事の契約書、注文書と請書等も必要です。 

 

〈〈電電子子発発注注のの裏裏付付資資料料ににつついいてて〉〉

工事が電子発注で行われ、押押印印ののああるる契契約約書書、、注注文文書書とと請請書書等等ががなないい場場合合は、電子データのプリントと、 

電子発注に対して発注者と受注者の間で交わされた協定書等、若しくは入金の確認できる資料を用意し

てください。 

 

〈〈事事業業年年度度にによよるる記記入入ににつついいてて〉〉

事業年度により記入する場合は、記載要領２をよく読んで記入してください。 

 

〈〈土土木木一一式式工工事事、、建建築築一一式式工工事事のの完完成成工工事事高高のの計計上上ににつついいてて〉〉

経経営営事事項項審審査査のの工工事事分分類類はは、、建建設設業業法法別別表表にによよりり行行いいまますす。。工工事事発発注注がが土土木木工工事事、、建建築築工工事事でで行行わわれれてていい
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ててもも工工事事内内容容がが建建設設業業法法のの別別表表のの専専門門工工事事にに該該当当すするる場場合合はは、、土土木木一一式式工工事事、、建建築築一一式式工工事事のの完完成成工工事事高高

にに計計上上ででききまませせんん。。このような場合には、工事経歴書等の訂正が必要になります（変更届出書（別紙８）の

訂正について（Ｐ．９３参照）の提出）。 

 

建設工事の分類については、建設業課発行の「建設業許可申請・変更の手引」の「建設工事と建設業の種

類」等も参照してください。 

 

なお、経営事項審査では、専門工事の完成工事高を一式工事にまとめられます（完成工事高の振替）ので

利用してください。（Ｐ．２８参照） 

＊＊ 一一式式工工事事はは、、総総合合的的なな企企画画、、指指導導、、調調整整のの元元ににすするる工工事事ののたためめ、、通通常常、、元元請請工工事事ののみみととななりりまますす。。まま

たた、、建建築築一一式式工工事事はは、、通通常常、、建建築築確確認認（（建建築築主主がが国国やや独独立立行行政政法法人人、、都都道道府府県県等等ででああるる場場合合はは計計画画通通知知））

をを必必要要ととすするる新新築築及及びび増増築築工工事事ととななりりまますす。。ななおお、、新新築築・・増増築築工工事事ででああるるここととがが確確認認ででききなないい場場合合はは、、

確確認認申申請請書書等等のの資資料料をを求求めめるるここととががあありりまますす。。 

 

〈〈剪剪定定、、交交換換、、調調査査等等のの完完成成工工事事高高へへのの計計上上ににつついいてて〉〉

経営事項審査の工事の定義は、建設業法第２条により行います。 

建設業法第２条第２項 

この法律において「建設業」とは、元請、下請その他いかなる名義をもってするかを問わず、建設工事

の完成を請け負う営業をいいます。 

剪剪定定、、除除雪雪、、調調査査、、点点検検、、電電球球・・部部品品のの交交換換やや常常傭傭工工事事等等はは「「建建設設工工事事のの完完成成をを請請けけ負負うう営営業業」」とといいうう定定

義義かからら外外れれるるたためめ、、原原則則ととししてて完完成成工工事事高高にに計計上上すするるここととははででききまませせんん。。  

この場合は、売り上げを完成工事高から除き、兼業売上高への訂正が必要となり、経営状況分析、決算変

更届（完成工事高等）をやり直すことになります。 

 

〈〈配配置置技技術術者者にに出出向向者者をを配配置置ししてていいるる工工事事のの完完成成工工事事高高ににつついいてて〉〉

平成１６年３月１日付国総建第３１５号「監理技術者制度運用マニュアル」「２－４（２）直接的な雇

用関係の考え方」により当該企業と直接的かつ恒常的な雇用関係のない出向者は、原則として、監理技術者

及び主任技術者（＝配置技術者）になれません。また、派遣社員もなれません。該当する工事がある場合は、

「その他工事」に入れてください。 

 

〈〈建建設設業業法法第第２２６６条条第第３３項項にに該該当当すするる工工事事のの配配置置技技術術者者ににつついいてて〉〉

建設業法第２６条第３項に該当する工事（同法施行令第２７条を参照）の配置技術者は、当該工事に専任

する必要があります。そのため、建設業許可における営業所の専任技術者との兼務はできません。また、

専任が必要な工事の配置技術者は、同時期に他の専任が必要な工事の配置技術者との兼務はできません

（Ｐ．４０参照）。該当する工事がある場合は、「その他工事」に入れてください。 

 

〈〈許許可可取取得得以以前前にに請請けけ負負っったた工工事事ににつついいてて〉〉

新新規規許許可可業業者者でで建建設設業業許許可可取取得得以以前前にに請請けけ負負っったた１１件件５５００００万万円円以以上上（（建建築築一一式式のの場場合合はは１１，，５５

００００万万円円以以上上））のの工工事事等等（（建建設設業業法法第第３３条条第第１１項項、、同同法法施施行行令令第第１１条条のの２２をを参参照照））はは、、「「そそのの他他工工事事」」にに入入れれ

ててくくだだささいい。。１１件件５５００００万万円円未未満満（（建建築築一一式式のの場場合合はは１１，，５５００００万万円円未未満満））のの工工事事ににつついいててはは、、ＰＰ．．２２６６  

「「カカ」」をを参参照照ししててくくだだささいい。。  
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〈〈決決算算期期のの変変更更をを行行っったたととききのの審審査査対対象象事事業業年年度度等等のの期期間間のの記記入入方方法法〉〉

⑴ 審査対象事業年度の記入方法 

⑦ （審査対象事業年度の期末） 決算変更後の決算日を含む月を起点とします。 

⑥  （審査対象事業年度の期首） ⑦を含めて１２か月前の月「この⑥～⑦の期間を審査対象事業年度」

とします。 

⑵ 前審査対象事業年度等の記入方法 

・  完成工事高計算基準の区分を「１．２年平均」としたとき 

③ ⑦の１年前の月を記入してください。 

② ⑥の１年前の月②～③の期間を「審査対象事業年度の前審査対象事業年度」とします。 

④ ②及び③の期間を記入してください。 

・ 完成工事高計算基準の区分を「２．３年平均」としたとき 

③ ⑦の１年前の月を記入してください。 

② ⑥の２年前の月を記入してください。 

④ ③から１２か月遡及する期間を記入してください。 

⑤ ②から１２か月間を記入してください。 

 

〈〈決決算算期期のの変変更更をを行行っったたととききのの完完成成工工事事高高のの算算出出方方法法〉〉

⑩～⑭ 下記の例を参考に、計算式を余白に記載するか、任意の様式で作成の上、提出してください。 

東京都経営事項審査ホームページに、参考様式として「決算期変更計算書（Excel）」を掲載しています

ので、ご利用ください。 

 

（例）令和５年１２月３１日決算を令和６年３月３１日決算に変更した場合 

審査対象事業年度：令和５年４月から令和６年３月まで 

ア 審査対象事業年度（当該期間）の完成工事高 

（令和５年１月から同年１２月までの完成工事高×９／１２）＋（令和６年１月から同年３月までの

完成工事高） 

イ 前審査対象事業年度（令和４年４月から令和５年３月まで）の完成工事高 

（令和４年１月から同年１２月までの完成工事高×９／１２）＋（令和５年１月から同年１２月まで

の完成工事高×３／１２） 

ウ 前々審査対象事業年度（令和３年４月から令和４年３月まで）の完成工事高 

（令和３年１月から同年１２月までの完成工事高×９／１２）＋（令和４年１月から同年１２月まで

の完成工事高×３／１２） 

 

＊ ２年平均（通常は３期分必要）、３年平均（通常は４期分必要）に対応した確認資料（決算変更届）が

必要となります。 
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〈〈新新規規にに会会社社をを設設立立しし建建設設業業許許可可をを取取得得ししたたがが、、最最初初のの決決算算日日がが到到来来ししてていいなないいととききのの記記入入方方法法〉〉

②、③、⑦については、カラムに「０」を記入してください。 

⑥については、会社が成立した日、開業した日の年月を記入してください。 

⑧は審査対象建設業の工事種類を記入してください。 

⑨は審査対象建設業の業種コードを記入してください。 

⑩～⑭、⑯は「０」を記入してください。 

 

〈〈新新規規にに会会社社をを設設立立しし建建設設業業許許可可をを取取得得しし、、最最初初のの決決算算日日がが審審査査基基準準日日のの場場合合のの記記入入方方法法〉〉

②、③については、カラムに「０」を記入してください。 

⑥については、会社が成立した日、開業した日の年月を記入してください。 

⑦については、決算日（審査基準日）の年月を記入してください。 

⑧は審査対象建設業の工事種類を記入してください。 

⑨は審査対象建設業の業種コードを記入してください。 

⑩、⑪は「０」を記入してください。 
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